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１．はじめに

　我が国における木材需要の約４割，国産材需要
の約55％が建築用材である１）。住宅を中心とする
建築用材の需要拡大が木材全体の需要拡大に大き
く寄与しており，新設住宅着工戸数の約半分が木
造である２）。特に，木造住宅の動向が木材需要全
体に大きな影響を与えている３）。しかしながらそ

の住宅着工棟数の需要予測は，どの金融機関も今
後の予測数値にバラツキがあるものの減少する見
通しを示している。この状況下，例えば住宅の購
入者が非木造（鉄骨造，RC 造など）から在来工
法や２×４工法等の住宅にシフトする策を講じた
としても，この分野における大きな需要量拡大は
難しいと考える。図１は国内の土木分野における
木材利用量のポテンシャルであるが，これは日本
森林学会，日本木材学会，土木学会の３学会で構
成する横断的研究会では，その数値を400万m3/年
であると推計したものである４）。その主な用途は
地中利用としている。実現するためには様々な課
題があるが，図２はその地中利用に関する課題を
まとめたものであり，それらは，木材の生物劣化，
設計法，施工法など多岐にわたる。一方，国内に
おける土木・建築資材の多くはセメントや鉄など
を含む資材で築造されている。表１に各種建築資
材生産に要した炭素放出量５）を示す。天然乾燥製
材（木材）は，製造時に要した単位体積当たりの
炭素放出量は15kg/m3である。これに対して人工
乾燥材（木材）は化石燃料の消費に伴うエネルギー
が加算されているので天然材料の約２倍の28kg/

図１　木材のポテンシャル量

図２　地中利用の課題と分類

表１　炭素放出量

材料 製造時炭素放出量
（kg/m3）

製品中の炭素貯蔵量
（kg/m3）

±炭素量
（kg/m3）

天然乾燥製材 15 250 －235

人工乾燥製材 28 250 －222

パーティクルボード 200 260 －60

鋼材 5320 0 5320

アルミニウム 22000 0 22000

コンクリート 120 0 120
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m3である。鋼材，コンクリートになると木材と
比較してその放出量は桁違いに大きくなる。また
注目すべきは，製品中の炭素貯蔵量である。木材
は多くの炭素を貯蔵していることが示されている
が，鋼材・コンクリートは炭素貯蔵効果がない。
このように，建築・土木分野において地球環境問
題に対する取り組みの重要性が強まっており，森
林の役割とその資源活用が注目されている。しか
し，特に土木分野におけるその取り組みは残念な
がら未だ途中段階である。本報では木材の地中利
用として，経済性もさることながら二酸化炭素の
固定効果も期待できる木材を用いた地盤補強工法
や液状化対策工法の研究開発事例および実施事例
を紹介する。

２．木杭の支持力機構

　近年では丸太を木杭などとして地盤補強工法に
利用することは少なくなってきた。その要因はい
くつか挙げられるが，中でも木杭の支持力機構が
不明瞭であったため設計が困難となり利用されに
くくなっていることも大きな原因の一つといえ
る。そこで，木杭の支持力機構を解明するため様々
な地域で木杭とコンクリート杭及び鋼管杭などの

既存工法に対して載荷試験を実施しその支持力を
評価してきた事例を示す６）。
2.1　実験概要
　実験は国内でも有数な軟弱地盤とされる埼玉県
八潮市において，既存工法と木杭の支持力を比較
すると共に，杭打設後の地盤と杭の養生効果の影
響も考慮するため試験ヤードを４分割し，ゾーン
毎に９種類の試験杭を施工し行った（図３）。そ
れぞれのゾーンは１週間，１ヶ月及び４ヶ月の養
生期間後に載荷試験を実施した。試験杭の詳細を
表２及び写真１に示す。それぞれの試験杭は既往
の地盤補強工法としてコンクリート杭（C1）及
び鋼管杭（S1，先端閉塞ストレート杭），木材を
用いた地盤補強工法として，スギ（Wbtp），カラ

図３　試験杭の養生期間および配置

表２　試験杭の概要

杭 No. 杭種 素材 杭形状 継ぎ 排水機能 加工
杭長

（m）
元口（　）は平均

（mm）
末口（　）は平均

（mm）

28－days 4－months
第二限界抵抗力

（kN）
周面摩擦力度
（kN/m2）

第二限界抵抗力
（kN）

周面摩擦力度
（kN/m2）

C1 RC 杭 コンクリート tp なし なし － 4.00 193.1 140.0 31.8 11.9 40.0 16.1

S1 鋼管杭 鉄 st なし なし － 4.00 165.2 165.2 30.3 12.8 30.3 12.8

Wbtp 木杭 スギ tp なし なし 皮むき 4.00 182.1  ～  170.6（176.4）153.4  ～  145.5（148.7） 49.0 21.5 42.5 20.0

Pbtp 木杭 マツ tp なし なし 皮むき 4.00 194.5  ～  182.7（188.0）158.8  ～  150.6（153.8） 56.1 25.6 56.1 25.5

Wbtn 木杭 スギ tp なし なし 皮むき 4.00 149.6  ～  147.7（149.0）132.1  ～  124.1（128.3） 42.5 23.3 40.5 21.9

Wbdr 木杭 スギ tp なし あり 皮むき 4.00 177.0  ～  169.0（173.3）151.5  ～  143.2（147.5） 49.0 22.4 48.3 19.8

Wbjt 木杭 スギ tp ３本継ぎ なし 皮むき 4.00 188.1  ～  172.2（184.0）180.3  ～  168.0（174.0） 35.8 15.1 40.3 15.0

Wrtp 木杭 スギ tp なし なし ロータリー 4.00 177.6 150.0 45.5 18.4 49.5 20.6

Wrst 木杭 スギ st なし なし ロータリー 4.00 160.0 160.0 35.0 15.8 40.5 19.3

写真１　試験杭
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マツ（Pbtp），小径スギ（Wbtn），排水機能を有
したスギ（Wbdr），２箇所継ぎのスギ杭（Wbjt），
テーパー状に定型化（ロータリー加工）したスギ

（Wrtp）及び円柱状に定型化（ロータリー加工）
したスギ（Wrst）とした。原木状の試験杭（Wbtp，
Pbtp，Wbtn，Wbdr，Wbjt）に関しては，試験
精度を向上させるため複数回の選定を行った。一
次選定として加工場（福島県石川郡）において無
作為に約2,000本の木杭から200本（元口径は230
～100mm）抽出し，二次選定として200本の材料
の中から「欠け」や「曲がり」の著しいものを除
外し100本（元口径は210～125mm）まで選定し，
三次選定として元口径及び末口径を計測し，条件
に見合う材料を40本選定した。さらに，最終選定
として加工場（千葉県野田市）にて再度寸法を計
測し，最終的に使用材料を決定した（図４）。地
盤データおよび対象層の粒径加積曲線を図５およ
び図６に示す。試験杭は無回転圧入で GL－4.0m
まで貫入した。いずれの杭も最大の圧入力は20～
30kN/本程度であった。杭の載荷試験は地盤工学
会基準『杭の鉛直載荷試験方法・同解説』に準拠
し実施した。また，杭先端部の応力を計測する目
的で杭先端部にひずみゲージを設置した（写真
２）。

2.2　試験結果及び考察
　表２に載荷試験結果を示す。本実験の範囲内で
全ての杭種において第二限界抵抗力（押し込み抵
抗が最大となったときの荷重。ただし杭先端変位
量が先端直径の10％以下の範囲と定義）は，養生
期間１ヶ月と４ヶ月の間には大きな変化は見られ
なかった。材料毎に比較してみると，第二限界抵
抗力は，S1（ave.＝29.8kN/本）＜C1（ave.＝38.5kN/
本）≦Wbtp（ave.＝43.9kN/本）で あ っ た。ま た，

図４　試験杭の選定結果

図５　地盤データ

図６　粒径加積曲線

写真２　木杭へのセンサ貼り付け状況
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周面摩擦力度は，S1（ave.＝12.9kN/m2）＜C1（ave.
＝15.9kN/m2）＜Wbtp（ave.＝20.4kN/m2）だった。
鋼管杭の第二限界抵抗力が C1及び Wbtp と比較
し著しく低下する結果が得られたが，その理由と
して，鋼管杭の杭周面状況は非常に滑らかであり，
油分も付着しているため単位面積当たりの周面摩
擦力の面から見ると不利になること，形状も唯一
ストレート状であり，テーパー効果が得られなか
ったことなどが要因として考えられる。図７は表
２ よ り Wbtp，Wbdr，Wbdr，Wrtp 及 び Wrst
の第二限界抵抗力をまとめたものであるが，
Wbjt 及び Wrst の第二限界抵抗力は明らかに他
の木杭に劣る結果となった。いずれの試験杭にお
いても支持力は周面摩擦力が大半を占めている
が，Wrst は滑らかに表面加工したことにより摩
擦係数が低下したこと，またストレート状に加工
したことでテーパー効果が失われたことが考えら
れる。例えば，Wrst 同様にロータリー加工を施
した Wrtp は原木形状を留めた状態の Wbtp と同
等程度の第二限界抵抗力が得られている。原木形
状を留めた Wbtp 及び鋼管杭 S1において円周方
向の膨張量を計測するため，ひずみゲージを取り
付け実際に地中に貫入し継続的に円周方向の膨張
量を計測した。ひずみ量の計測は Wbtp，S1とも
に 杭 中 間 部（GL.－2.0m）及 び 杭 先 端 部（GL.－
4.0m）で行った。図８には縦軸に収縮・膨張率，
横軸に計測時間を示したものであるが，S1にお
いては杭先端部分では全く変化は確認できず，杭
中間部分においても極微量の収縮が見られたのみ
であったのに対し，Wbtp ではわずかではあるが
杭先端部，中間部ともに時間の変化に伴い膨張傾

向があらわれた（最大で周長約470mm の0.14％
程度）。今回の実験により地中の木杭の膨張傾向
が確認できた。また，木杭の周面摩擦力にはこの
ような膨張圧も少なからず作用していると考えら
れる。

３．液状化対策としての木材（丸太）利用

　東日本大震災の地震災害の特色として，震源か
ら遠く離れた千葉や東京の臨海地区などで液状化
現象が想定以上の規模で発生した。この震災では
大型構造物には液状化による被害は大きくなかっ
たが戸建て住宅を含む小規模構物が大きな被害を
受けた。この被害の大きな要因として，小規模構
造物の建設時に液状化が考慮されずに建てられた
ことが挙げられる。一方，液状化対策工法には，
振動，衝撃等で締め固められた砂杭等で地盤の密
度を大きくすることにより地盤強度をあげる「密
度増大工法」などがある。しかし，いずれの工法
も従来の土木資材を使用した液状化対策工として
確立しているが，木杭などの木材を利用した現実
的な対策工法はほとんどない状況である。そこで，
次に液状化抑止の簡単なメカニズムと国産材を用
いた液状化対策工法の性能実証実験およびその施
工事例を紹介する。
3.1　液状化のメカニズムとその抑制方法
　液状化が起こりやすい地盤は，図９⒜に示すよ
うに比較的水位が浅く砂が緩く堆積している。右
に示す拡大図は飽和した砂地盤の要素を模式化し
たものである。模式化した要素の黒色の部分は土
粒子の骨格，灰色の部分は間隙水を表す。通常こ
の要素状態の時，水平圧力σ’h と有効上載圧σ’v
で地盤は安定しているが，図９⒝のように，図９

図７　第二限界抵抗力
図８　試験杭膨張量
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⒜において地震力が発生し，要素にせん断力τd

が生じると，過剰間隙水圧（静水圧を超える間隙
水圧）が上昇するため，土粒子の骨格がくずれ土
粒子は浮遊した状態になる。更に，間隙水圧の上
昇により噴砂現象などが発生する。地震によるせ
ん断力が減衰すると時間とともに過剰間隙水圧が
消散し，要素は土粒子間の間隙水圧が低くなり体
積が収縮する現象がおこり結果的に地盤が沈下す
る。一方，図９⒞に示すように緩く堆積した砂地
盤の要素に圧力をかけ間隙を少なくすることによ
り密度を増大σp させると，繰り返しせん断力が
加わっても土粒子の骨格は体積変化を起こすこと
は少ない。このような理論のもと筆者等は以前よ
り，締固め工法をベースにした経済性および環境
面で優れた木材を用いた新たな液状化対策の開発
を進めてきた。本節では木材を使用した液状化対
策工法の開発概要を紹介する。
3.2　木材を用いた液状化対策工法の開発事例
　液状化対策工法のその性能と検証には，液状化

地盤や液状化対策範囲をモデル化して地震時の動
的挙動を確認する模型実験や数値解析，実大施工
実験などが有効とされ，手法は様々であるが，実
際の構造物の状況と異なる面もある。ここでは，
あるいは実際の構造物の状況に近い模型による検
証を目的に，大型土槽を用いた振動台実験の実施
事例を示す７）。表３に実験ケースと材料特性を，
また土層の形状寸法および計器設置位置の概要を
図10（無対策／5D），図11（密度増大／4D）に示す。
実験に使用した土槽は，長さ5.7m×奥行3.6m×
高さ1.8m の振動台土槽を２つに仕切り，地盤の
全層厚は1.2m とした。地盤は，地盤材料に選定
した霞ケ浦砂（図12）を用い，水中落下法により
作製した。水位は GL－0.1m（地盤上部0.1m は非
液状化層）に設定し，初期の地盤の相対密度（4D））
である。また，サンドコンパクションパイルの相
対密度 Dr は48％（丸太打設の初期地盤は49％

（5D））と54％を想定した地盤として振動棒によ
り地盤を締固め密度増大工法として Dr：91％の
地盤も比較対象として作製した。木材は地盤下部
層0.1m を残し，静的に圧入した。また，液状化
による構造物の被害度を調べるために，上載圧が
11kN/m2（１m×１m×0.5m）のコンクリート製
の上載荷重を含む構造物にみたてたフーチングを
設置した。計測項目は，間隙水圧（P01～P12）・
変 位（D1～D8）・ 加 速 度（A00x,y,z，A05x,y,z，
A10x,y,z，A01x～A10x）である。ここでは特に，
無対策と木材打設の液状化程度の差（GL－0.3m，

図９⒜　飽和砂地盤と土粒子骨格

図９⒝　飽和砂地盤と土粒子骨格

図９⒞　密度増大砂地盤と土粒子骨格

表３　材料特性

実験ケース NIP P5D SCP P4D

方法 無対策 丸太打設 密度増大 丸太打設

土層内寸法（m） 横5.7×奥行3.6×高さ1.8

土層番号 土層１ 土層２

飽和条件 地表面から0.1m

材料 霞ケ浦砂

材 

料 

特 

性

土粒子の密度ρ（g/cm3） 2.695

最小間隙比 eminJIS 0.656

最小間隙比 eminmm 0.548

最大粒径 Dmax（mm） 4.75

細粒分含有率 Pf（％） 3

50％粒径 D50（mm） 0.35

均等係数 Uc 2.0

相対密度Dr（％） 48％
－

64％
5D 間隔

91％
－

70％
4D 間隔

� D：丸太径
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－0.9m の過剰間隙水圧比），地盤とフーチングの
沈下（地表面およびフーチング上面にターゲット
を設置して非接触式変位計で計測），地盤とフー
チングの加速度応答について着目している。振動
台実験の土層の全体写真を写真３に示す。
3.3　試験結果および考察
　図13，14に入力加速度，応答加速度，過剰間隙
水圧，沈下量の時刻歴の例を示す。各図とも自由
地盤と構造物直下に分け，また過剰間隙水圧と時
刻歴の図には初期有効上載圧σv０’ を併記した。
無対策（NIP）の応答加速度は，自由地盤におい
て入力加速度が数波の時点でほぼ０gal，構造物
直下で加振後徐々に減少している。一方，丸太打
設（P4D）は自由地盤と構造物直下で加速度は

200gal まで上昇した。これに伴い，過剰間隙水
圧は自由地盤における GL－0.3m の過剰間隙水圧
が応答加速度数波で初期有効上載圧に達し，これ
と同時に応答加速度がほぼ０gal になり液状化状
態になった。一方木材を打設した（P4D）は初期
有効上載圧に達せず，このような大きな加速度に
なっても地盤の過剰間隙水圧は上昇にないことが
わかった。それぞれの加振終了後の状況を写真４，
写真５に示す。写真５の木材打設（P4D）と比較
すると写真４の無対策（NIP）は液状化が発生し
噴砂現象が生じ，また地盤の体積変化がおこり
フーチングが傾斜していることがわかる。液状化
程度の指標となる過剰間隙水圧比の時刻歴を図
15，図16に示す。過剰間隙水圧比算定の際に用い

図12　粒径加積曲線 写真３　大型振動台実験試験状況

図10　計器設置位置の概要
図11　計器設置位置の概要
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た初期有効上載圧σv０’ は，湿潤密度（飽和密度）
から計算し求めた。丸太打設の影響は，無対策

（NIP）の自由地盤では２深度とも過剰間隙水圧
比が１に近い値に達して頭打ちとなり，液状化し
ていることが確認できる。一方，丸太打設（4D）
では２深度とも自由地盤と構造物直下において
フーチングの上載荷重の有無に関わらず液状化に
達していない。丸太打設による密度増大効果によ
り液状化を抑制することができると考えられる。
また，フーチング重量の影響は，フーチングの有
無を比較すると，フーチングがない場合（上載荷
重なし）と比較して，フーチングがある場合（上
載圧11kN/m2）の方が，過剰間隙水圧比が小さく

なっており，上載圧による液状化抑制効果が確認
で き た。更 に 深 度 の 影 響 は，GL－0.3m と GL－
0.9m の各過剰間隙水圧比に着目すると，自由地
盤もしくは構造物直下でも，浅層の方が過剰間隙
水圧比の上昇量が小さくなっている。構造物直下
の方が同深度においてもその傾向は大きく，自由
地盤の有効上載圧が小さく浅い層では，相対的に
上載荷重による有効上載圧増大の影響が大きかっ
たと考えられる。また木材打設による密度増大

（4D）は，どの区画においても過剰間隙水圧比の
上昇が小さく，液状化が発生していないことが確
認できた。

図13　�入力加速度，応答加速度，過剰間隙水圧と沈
下量の時刻歴（NIP）

図14　�入力加速度，応答加速度，過剰間隙水圧と沈
下量の時刻歴（P4D）

写真４　加振後状況（NIP） 写真５　加振後状況（P4D）
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3.4　施工事例
　本節では前述した木材を用いた液状化対策工法
の実施工事例を紹介する。当該宅地は東日本大震
災で液状化による被害を最も受けた地域の一つで
あり，液状化による不同沈下の修復を選択せず，
既存建物を解体し再液状化を防ぐ地盤を形成して
から建物を立て直す方法を選択している。図17の
左図に液状化被害が起きた後に調査した地盤柱状
図を示す。地下水位は1.6m と比較的浅く，GL－
３m 付近から GL－７m 付近まで N 値15以下の飽
和した砂層が続いていており，再度液状化が起き
る可能性が高い地盤といえる。この宅地に地盤調
査結果をもとに液状化の検討を行い，末口径
14cm，長さ６m 丸太を杭頭 GL－1.5m に設定し
380本のカラマツ丸太を配置し打設した（図18，
写真６）。地盤の改良率asは0.051（5.1％）である。
図17の右図に丸太の打設により密度を増大された
砂地盤の地盤調査結果と液状化検討結果を示す。
対象地盤における施工後の N 値が上がっている
とともに FL 法による各層の液状化抵抗率の FL
値が１を上回っていることが分かる。

４．おわりに

　本報では，木材を用いた地盤補強対策，液状化
対策工法および東日本大震災で液状化被害を受け
た地区において戸建住宅での丸太を用いた液状化
対策工法の採用事例を紹介した。木材の地中利用
については技術的課題以外に解決していかなけれ

図16　過剰間隙水圧と時刻歴の関係
　　　 （自由地盤）

図17　改良前後のN 値とFL値

図18　配置図

図15　過剰間隙水圧と時刻歴の関係
　　　 （構造物直下）

写真６　施工状況
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ばならない事はあるものの，この分野における木
材利用の潜在的ポテンシャル量は少なくないと考
えられる。私自身このような木材の地中利用に関
する研究を始めて10年近くになったが，そのなか
で木杭に関する歴史を調べ，木材の耐久性を考慮
し，地盤補強材であるセメントやまたは鉄の適用
範囲を限定しながら土木材料として木材を適用す
る試みをしてきた。研究当初，建築・土木の技術
者の立場として国内の木材供給側を見た時，本当
に彼らは国産材の供給量をあげたいのか？本当に
木材を使わせたいのか？と思う時があった。当初，

「発注量が増えると木材単価は高くなるものだ」
「発注してもすぐに届かない」しまいには「日本
の林業を守るため，林業発展のため高く買ってく
れ」と言われた時は言葉を失った。そこには土木・
建築分野の常識とはかけ離れていた林業分野の常
識があった。しかしながら，これらには一つずつ
理由があり，需要側が長期的かつ継続的に購入す
ることにより解決できることもあった。今後，更
なる木材の需要拡大のためには，供給側と需要側
のお互いの事情を理解する努力をし，歩み寄りが
様々な面で必ず重要となると思われる。木材に関

わる技術者としてはまだまだ未熟者ではあるが，
木材の需要拡大に今後少しでも貢献できればと考
えている。
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